
政策２ ： 福祉分野
現状と課題等の整理 （SWOT要因分析）

２ ０ ２ ４ ． ７ ． ２ ４

袋井市 企画政策課

• 市が整理した、「好機」・「脅威」・「強み」・「弱み」の各要因に関する資料です

【資料の見方】

資料2-４
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施策

積極的に推進する施策 克服・適応する施策

差別化する施策 防衛（撤退）する施策

Opportunity （好機）

1. 改正障害者総合支援法が2024
年４月に施行

2. 障害福祉サービスの充実及び障害
福祉サービス等報酬改定の実施

3. こども家庭庁設立に伴い、障害児
福祉施策が一部厚労省から移管

Threat （脅威）

1. 全国の障がい者数は、2022年調
査で1,164万人余（精神障害者が
増加傾向）

2. 障がい者の高齢化、家族の高齢化
が進展

3. 障がい者雇用数は上昇傾向だが、
定着率が低い状況

Strength （強み）

1. 障がい者と企業のマッチングを図り就労
支援を実施

2. 障がい者施設と地域事業者との連携を
支援し、活躍の場を拡大

3. 福祉と介護の連携により、高齢障がい者
への支援方法を協議

Weakness （弱み）

1. 障がい者が地域で自立・共生するために、伴
走型の就労支援が必要

2. 障がい者数増加と高齢化に対し、福祉と介
護の連携、社会福祉施設整備支援が必要

3. 障がい者の生活支援には、地域との連携を
強化し、ニーズに応える必要がある

第7回以降議論する予定

内部環境

外
部
環
境

政策２：健康・医療・
福祉・スポーツ
（福祉分野）



1. 「障害者総合支援法が」2024年4月に施行された。
2. 障害福祉サービスの充実及び障害福祉サービス等報酬改定の実施。 
3. こども家庭庁設立に伴い、子どもに関する障害福祉施策が、一部厚生労働省から移管された。
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• 障害児福祉サービスや医療的ケ
ア児への支援等、障がい児に関
する施策はこども家庭庁へと移
管した。

◇障害者支援施設からの地域移行に向けた
取組イメージ

◇こども家庭庁設立に伴う障害福祉施策の
所管について

• 障害者総合支援法が改正され、
2024年4月に施行された

• 障がい者の地域生活や就労の
支援の強化等が今後の障がい
者福祉のポイント

• 重度訪問介護を利用する障害支
援区分最重度の方は、入院中で
も、コミュニケーション支援が可
能に。

• 単身障がい者等の自立生活援助
や、一般就労に伴う環境変化に
より生じる生活面・就業面の課題
に対応する就労定着支援といっ
たサービスが新設

• 障害福祉サービス等報酬が改定。
◇障害福祉サービス等報酬改定における主な改正内容

Opportunity （好機）
政策2：健康・医療・福祉・スポーツ

（福祉分野）



Threat （脅威）

• 在宅の身体障害者手帳所持者は
415.9万人で、前回（H28）調査
から減少。

• 療育手帳所持者は114.0万人、精
神障害者保健福祉手帳所持者は
120.3万人。前回調査から増加。

１．障がい者の総数は1,164．６万人であり、人口の約９．３％に相当
２．障がい者の高齢化、障がい者の家族の高齢化が進展している。
３．障がい者雇用数は上昇傾向だが、定着率が低い状況
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政策2：健康・医療・福祉・スポーツ
（福祉分野）

◇在宅・施設別障害者の数

資料：高齢の障害者に対する支援等について

資料：令和４年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者
等実態調査）

• 障がい者の高齢化、障がい者の
家族の高齢化などが課題

◇障がい者の高齢化について

• 精神障害の定着率については、
50％を切っている。

• 精神障害とともに身体障害の定
着率も低くなっている。

• 身体・精神障害の定着率の低さ
は、一般求人での採用で職場で
障害者と認識されず、障害配慮
がなされない職場環境が原因

平成20年度

平成30年度



Strength （強み）

• 障がい者一人ひとりの特性と
企業が求める人材をマッチング
し、就労支援を行っている。

• 現状分析や情報収集を通じて
一般企業に障がい者雇用の啓
発を行い、法定雇用率達成企
業が増加した。

1. 障がい者と企業のマッチングを図り、障がい者の就労支援を行っている。

2. 障がい者施設と地域事業者との連携を支援して、障がい者の地域での活躍の場を広げている。

3. 福祉と介護の連携により高齢障がい者への支援方法を協議し、地域活動への参加を促進している。
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• 障がい者施設と地域事業者と
の連携を強化し、障がい者の特
性を生かす取り組みを支援し
ている。

• 社会福祉施設の整備支援： 国
の支援制度の周知や助言を通
じて、グループホームなどの福
祉施設の整備が進んだ。

• 福祉と介護の連携により、高齢
障がい者への支援方法を協議
し、イベントや地域活動への参
加を促進している。

• 障がい者や家族のニーズを把
握し、福祉事業者と情報共有を
行い、障がい者施設の整備を
支援している。

説明3に対する
図・グラフ・写真 など

R3 R4 R5

達成企業
の割合

39.0％ 42.6％ 43.6％

R3 R4 R5

共同生活
援助事業所 6施設 7施設 8施設

政策2：健康・医療・福祉・スポーツ
（福祉分野）



Weakness （弱み）

• 障がい者が住み慣れた地域で
自立し、共に暮らしていくため
には、地域の環境づくりが必要。

• 障がい者の自立支援は、働き
方や人材のマッチングを進める
とともに、伴走型支援を強化す
る必要がある。

1. 障がい者が地域で自立し、共に暮らしていくためには、伴走型の就労支援を進める必要がある。

2. 障がい者数増加と高齢化に対応するため、福祉と介護の連携強化と、社会福祉施設の整備支援が必要である。

3. 障がい者の地域生活の充実と交流支援は、地域との連携を強化してニーズに応える必要がある。
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• 障がい者数の増加と高齢化に
対応するため、福祉と介護の連
携体制を充実させる必要があ
る。

• 社会福祉施設の整備支援では、
社会福祉法人や福祉サービス
提供事業所等との連携強化が
必要である。

• 障がい者の地域生活の理解度
を高め、働く場の確保などニー
ズに応じた社会福祉施設の充
実と地域活動への参加促進が
課題となっている。

• 障がい者の交流支援では、地
域との連携を強化し、障がい者
への理解促進を図る必要があ
る。

【障がい者の就労支援事業】 【中遠自立支援協議会】
地域課題の解消に向け、袋井市、磐田
市の民間事業所等で協議を実施

サービス種別 H29.1月 R6.1月

就労継続支援A型 0 3

就労継続支援B型 6 17

就労移行支援 3 2

就労定着支援 制度なし 2

政策2：健康・医療・福祉・スポーツ
（福祉分野）
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